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25年度実績9月末の実績25年度予定
事業活動の実績（活動指標）

24年度実績単位項目
勉強会（説明会）
担当者打合せ会
地域おこし協力隊交流会への参加

評価対象外事業
住民自治推進事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
参画と協働の郷(くに)づくり
住民自治の推進

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

まちづくり創造課

伊予市自治基本条例、住民自治活動支援規則及び同活動支援補助金交付要綱
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

靏岡 正直
所管課情報 担当課： 986-1111

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 市民

安田 敦

地域おこし協力隊の活動を更に充実させるとともに、導入地域の拡大を推進し、地域住民の意識醸成を図って
いく。

地域住民が積極的に自治を推進していくうえでの支援を行う「地域担当職員制度」の導入を模索する。

市民が主体となって地域課題、地域要請の解決及び地域づくりを地域自らの選択と責任において実施するこ
とで、市民と行政の協働を確実なものとして、安全で快適な魅力ある自立した地域づくりを実現するため

事業の目的

市民に「住民自治」「協働」「参画」を啓発し、市民の自発的及び主体的な取組みに対し、人的・財政的支援を
行う。当面、住民自治組織の結成に向けた住民説明及び設立支援を行う。また、都会からの外部人材として、
人件費・活動費が特別交付税の対象となる「地域おこし協力隊」を導入し、地域活性化を図るとともに、住民自
治に対する住民の意識醸成を図る。

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
6,666
19,997

0

16,306
20,337
36,643 14,804

8,135
6,669 12,888

20,337
33,225

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

0
900
0
0

35,743

2.50
7,999
0

19,997
0
0
0
0

26,663 32,325

2.50
8,135
0

20,337
0

0
900

0
14,804

0
0
0
0

8,135
0

8,135
1.002.50

8,135
0

20,337
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二次評価

二次評価
（所属部長）

課題認識

地域おこし協力隊の配属により、それぞれ担当地域で地域住民による地域活性化の取組みが行われ、
一定の成果を上げているが、この成果を住民自治へ結びつけていく必要がある。また、市全体へ住民自
治の必要性について啓発していかなければならない。地域担当職員制度導入についても検討を続けてい
く必要がある。

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

意見、課題
少子高齢化の進行は急速で、特に過疎化の著しい周辺部の集落では住民自らが主体となって自治を進
めていく環境が厳しくなってきている。様々な意味での人材が求められる。

コスト効率 4
受益者負担の適正 4

B

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

C

B
手段の最適性 3

コスト効率 3

成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

市の関与の妥当性 4
事業の効果 3

地域おこし協力隊も平成25年度で５名配置することができ、それぞれ担当地域において様々な活動を展
開し、地域住民の地域活性化・住民自治に向けた意識の変化に寄与することができたた。しかしながら、
地域を自分たちで何とかしなくてはという住民意識の高まりが見られる地域が増えつつあるものの、まだ
まだ地域によって温度差が見られるため、地域おこし協力隊の活動の成果を市内全域に広げていく効果
的な方策を更に検討していく必要がある。全国の先進事例を参考に地域担当職員制度導入に向けた検
討を行ったが、伊予市に合った具体的な制度内容の策定までは至らなかったため、今後も引き続き検討
を進めていく。

自己評価
4目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

先行して佐礼谷地域・下灘地域に導入した地域おこし協力隊が住民自治の推進に大きな効果を上げているこ
とから、積極的な導入・配属を進めるため指標に設定する。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度 目標27年度
6552

受益者負担の適正 4

0052

成果指標
地域おこし協力隊配属人数
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

下記の点を見直しの上、継続する。


